
人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ 1 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） 4 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ 6 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ ① ごみ ⑧ 消防救急

7 積立金 Ｇ ② し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ ③ 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 ⑫ その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [　　　　　]

7 結核予防

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円
有

有
世帯

有

無
人

無

無
円

無

無
円

無

無
円

-

-

-

-

一人当たり平均月額(円）

（平成29年4月1日現在の状況）

351,000

877,000

707,000

-

608,000

457,000

383,000

929,721 1

普通会計からの繰入

967,497

609,600

69,107

1,106,030

12

10

11

3

-

職員数
[人]

604,724

下水道

62

2

1,011

中央卸売市場

観光施設

介護サービス

4,021

後期高齢者医療

老人保健

議 員

92,569

区 分
報 酬 改 定
実 施 年 月 日

給 料 月 額 Ｂ

19,327,300

7,729,700

平成8年12月1日

65

29

副 市 長

議 会 議 長

区 長

教 育 長

609

297,343

266,541

295,090

[平均額]

副 議 長

平成8年12月1日

市 町 村 長171,980,000 平成16年4月1日

平成16年4月1日

-

平成27年4月1日

平成8年12月1日

179,709,700

一 般 職 員

うち技能労務職員

支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た り の

296,517

434,758

434,758

その他

計　　※

580

債 務 負 担
行 為 30 年 度
以 降 支 出
予 定 額

区 分

133,567

臨 時 職 員

消 防 職 員

合 計

収 支 額

普 通 会 計 から の繰 入 額

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

92,569

604,724

11,193

17,594

物件取得

損失補償等

教 育 公 務 員

[平均額]

人 円

知的障害者施設

計

区 分

財 政 調 整 基 金

7　産業の振興

8　教育・文化

5　保健医療

6　環境保全

78,562 △ 15,572

389,525 311,948

34,000

2,158,379

土地開発基金
現 金

土 地

56.07.2

37,622,823 36,373,350

229,551

8,392

1,012,500

10,230

68,586

9　その他

減 債 基 金

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況

1　庁舎等建設

741

指 定 団 体 等 の 状 況

事 務 の 共 同 処 理 状 況

3,747,325

３ 次

17,056 26,246

36.8 56.6

16,253 24,747

2　国際化推進

3　地域基盤

4　社会福祉

829,120

899,855

Ⅱ－１

Ⅰ－３

平成29年度財政状況

（決算カード）

市 町 村 名

32069 市 町 村 類 型コ ー ド 番 号

36.8増減率

住
基
人
口

２ 次区 分

6.7平成３年４月１日、北上市、和賀町、江釣
子村の３市町村が合併して、北上市とな
る。

93,511

93,138

0.4

92,584

93,088

国
勢
調
査

27年

22年

増減率

29.3.31

437.55 213.7

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人

30.3.31

30,471
１ 次

平成28年度区 分

38,077,514 36,825,934

平成29年度 29年度末残高

454,691 452,584

65,166 140,636

△ 0.5

77,577 △ 50,313

985

ふ り が な岩 手 県

22年

国勢調査

きたかみし

北上市

27年昭和35年10月1日以降の合併の状況

29年度交付税

種 地 区 分

3,103

3,165

国勢調査

国
保
会
計
の
状
況

簡易水道
84,973

△ 33,508

収 支 額
[千円]

水道

一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

病院

法適
用の
有無

事 業 名

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

502,531
被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

特定地域生活排水処理

国民健康保険

介護保険

公
営
企
業
等
の
状
況

駐車場

農業集落排水

－１－



市町村名 類型

歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

徴収率

北上市 Ⅱ－１

29 年 度
％ ％ ％

決 算 額 経常一般財源 構 成 比 27 年 度 28 年 度27 年 度
％

28 年 度 29 年 度
％ ％千円 千円 ％

特別地方消費税交付金

自動車 ・ 軽 油交 付 金

13,555,556

571,800

27,743

1,749,013

100,109

23,634

地 方 債

区 分

寄 附 金

繰 入 金

地 方 交 付 税

諸 収 入

国 庫 支 出 金

国有提供施設交付金

県 支 出 金

財 産 収 入

内 訳
普 通

特 別

交通安全対策交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

繰 越 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 税

地 方 譲 与 税

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

1,355,924

452,584

707,070

3,048,900

100,109

5,076,368

5,076,368

357,150

5,615,679

2,575,427

304,891

1,030,565

5,840,833

5,076,368

764,465

14,994

298,871

361,573

1,059

13,555,094

571,800

27,743

1,749,013

3,026

14,994

24,924 0.1

63.9

23.9

36.6 35.6 1.0 2.7

1.5 4.4 △ 1.1

1.2 0.9 △ 2.6 △ 5.3

△ 52.3

△ 43.0

△ 84.6

0.1 1.5 △ 32.1

23,634

38.7

△ 21.6

100.0

33.9

0.1

17.3

2.8

0.7

1.1

14.5

0.0

0.0

0.1

1.2

2.7

0.1

△ 0.4

23.9

38.1

4.6 4.4 4.6 57.7 △ 9.3 7.8

0.1

17.0 15.3 △ 18.2 △ 6.1 △ 6.9

2.0

-

0.2 0.2 0.3 10.5 △ 2.6 42.0

14.9 13.3 △ 1.2

2.0 △ 57.0 △ 26.8

△ 2.2

2.1

4.3

△ 1.4

14.3 13.4 14.7 9.4 △ 10.2 13.4

1.0 0.9 △ 9.2 △ 13.7

－

132.8

6.8 2.9 △ 10.5 △ 4.8

2.6 2.8 1.2 △ 32.5 3.6 △ 56.3

1.6 2.0 2.7 307.3 19.0 41.0

0.4 0.8

△ 5.6

△ 10.3 29.7

34.8

△ 4.3合 計 21,232,96238,077,514

1.8 2.6 3.6

8.0 △ 0.2

2.0 2.0 1.9 △ 6.2

41.8

市 町 村 民 税
個人分

法人分

4,290,515

1,319,623

31.0

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額

千円 100/75       千円 千円 ％

4,544,067

1,197,419 194,659

内
訳

特 別 土 地 保 有 税

法 定 外 普 通 税

目的税

入 湯 税

都 市 計 画 税

そ の 他

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

99.1

合 計

区 分

旧 法 に よ る 税

合 計 13,465,964

％ ％

8.2

0.5

28 年 度

100.0100.0

6.8 6.4

7.8 7.3

％ ％ ％

27 年 度 28 年 度 29 年 度29 年 度

0.1 0.1 0.1 0.1

2.2

0.6

1.5 1.6

98.9 22.5 95.5

合 計

94.6

96.6

98.8

4.6 1.0

27 年 度

24.6

純固定資産税

市町村民税

△ 4.7 3.4100.0

△ 0.8

6,869,159

1,962,663

3,091,919

1,737,716

76,861

284,800

779,740

土 地

家 屋

償 却 資 産

市 町 村 交 付 金

13,555,556

6,603,351

1,803,472

2,958,472

1,764,546

11,157

462

21.4

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分

114,285

852,207

76,861

268,920

2.1

1.0

100

642,022

14.5

8.3

△ 1.4

13.1 13.0 12.8 5.5

0.0 0.0 0.0 185.7

447,363

129,332

203,746

△ 0.1 1.8

50.9 50.7 50.7 △ 0.9 2.0 0.7

31.5 31.6

9.9 9.6 9.7

2.3

0.5 0.6 0.6 9.3

△ 1.4

17.7 △ 2.3

0.2 △ 0.6

22.3 22.3 22.8 △ 4.2 2.7 2.9

15.0 14.8

－

△ 63.3 △ 9.1

2.3

△ 0.8 △ 5.7

1.7 2.0

6.4 6.1 5.8 △ 0.3

2.1 19.3 4.7

△ 7.80.1 0.1 0.1 9.6

－

△ 39.7

－

2.7 0.6

0.0 0.0 0.0 △ 7.6

－

100.0 100.0 100.0 1.0

14.7

5.5 10.157,850 57,850 0.3 0.1 0.1 0.1

△ 16.8

0.8 0.8

△ 7.5

△ 8.5 △ 1.2

△ 2.1

0.0 0.0 0.0 5.5 △ 5.2 △ 3.3

株式等譲渡所得割交付金 27,348 27,348 0.1 0.1 0.0 0.1

△ 43.7 28.0

△ 62.4 164.7

－2－



市町村名 類型

性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

千円

千円

千円

目的別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

北上市 Ⅱ－１ 

△ 0.9 △ 3.0

0.9 △ 3.0

％ ％ ％ ％

29 年 度 27 年 度 28 年 度 29 年 度
％ ％

27 年 度 28 年 度決 算 額 一 般 財 源
千円 千円

うち経常
一般財源

経常収
支比率

補 助 費 等

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

内
訳

小 計

維 持 補 修 費

区 分

1.2

10.5

4,346,381

3,228,108 2,787,715

7,240,421 2,069,030

4,381,999

％

積 立 金

投資及び出資金･貸付金

繰 出 金

うち一部事務組合負担金

％

27 年 度 28 年 度 29 年 度 27 年 度

5.5

1,497,684 641,746

19,471 16,363

1,402,542

16,691,912 11,905,713

％

・経常経費充当の
　一般財源

19,725,497

・歳入一般財源

24,464,555

21,232,962

％ ％ ％

△ 4.8

28 年 度 29 年 度普通建設事 業費
千円

△ 3.4 44.6

0.1 0.1 0.1 △ 37.0 40.0

12.08.58.6

合 計

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

失 業 対 策 事 業

教 育 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

12,215,730

3,567,890

前 年 度 繰 上 充 用 金

小 計

区 分 決 算 額
千円

投 資 的 経 費

合 計

議 会 費

内
訳

4,286,198

4,814,594

前年度繰上充用金

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

37,622,823

5,848,129

千円

24,009,864

261,432

4,493,897

6,167,804 4,709,686

788,227 264,212

4,308,065 3,360,276

4,380,747 4,284,946

1,252 1,252

16,437,014 10,701,609

3,433,755 2,984,638

1,295,795 1,281,240

1,207,939 184,671

786,122 402,230

40,787 40,787

4,474,426 1,386,179

744,4332,976,742

272,501

2,104,277 1,305,927 112,144

22,325,362

・経常一般財源
  総額（歳入）

一 般 財 源

261,432

134,561 74,380 50,273

0

4,205,719 2,680,492 151,298

0

1,677,684 1,292,026

3,407,937 1,003,114

1,133,473 814,764 235,909

3,907,977 2,325,174 1,321,393

37,622,823 24,009,864 4,493,897

0.8

29.9

0.4

4.1

0.0

1,346,063 1,311,331 35,768

4,344,178

19,471 16,363 19,471

4,382,052 4,286,251

△ 1.6

11.7 10.5 11.2 7.4 △ 13.8 11.2

0.7 0.7 2.2 △ 9.7

1.1

6.9 5.8 5.6 △ 31.2 △ 19.3 △ 0.1

32.533.3 5.9 7.5

7.1

6.1 6.7 9.5 23.9 6.0 47.6

0.40.3 △ 56.5 △ 21.1

7.5

△ 8.6 △ 3.4

3.02.9 13.0 △ 31.1

11.8 11.1 10.4 △ 6.0

4.6

10.9 12.6 11.5 3.7 11.3 △ 5.4

3.6 1.63.5 △ 16.93.4

29.9

14.0 12.6 11.6 △ 22.4 △ 12.8 △ 4.6

0.00.0 △ 15.7 △ 0.7

100.0 100.0 100.0 △ 4.5 △ 3.3 3.4

0.0

0.0

9,068,420

19.3

12.4

9.2

19.2

19.2

0.0

10,657,077

3,818,545

4,314,391

2,776,363

2,056,488

4,286,198

4,284,946

1,252

0

2,652,581

264,212

2,333,082

1,234,497

0

4.5

12.6

11.9

40.7

13.3 13.7

8.8 9.1

47.7

17.1

3.3

12.8 3.1

8.6 5.4

0.0 △ 63.8

3.5

2.2

9.2

2.5

6.8 4.8

44.5 △ 6.1

1.4 1.7

11.614.0

0.0 0.0

△ 22.4

△ 12.8 △ 4.6△ 22.4

△ 12.9 △ 4.6

780.5 63.4

19.217.2

11.614.0 12.6

19.0

△ 1.7 △ 0.2

15.3 16.3 16.4 0.3 3.1 3.8

43.645.3

31.1

△ 39.5

2.1

3.2 39.8

15.3△ 15.0 29.2

15.5 13.6 11.5 △ 1.8 △ 15.3 △ 12.9

2.1

4.4

2.3 △ 12.4

3.4

△ 0.2 △ 4.5

△ 22.6 0.8

△ 24.5

9.8 9.1 1.8

0.0

46.9 46.2 44.4 0.6 △ 4.8 △ 0.6

2.4 △ 3.5

△ 19.3

2.2 3.5 △ 45.3

64.6

44.7

4.0 16.654.7

7.9 △ 3.3

△ 3.4△ 19.311.98.5

△ 23.7

8.5

6.3 5.0

△ 3.3

0.1 0.0 0.1 △ 15.7

3.4100.0 100.0 100.0 △ 4.5

0.0

△ 0.7 29.9

(減収（特）・臨財を加

(減収（特）・臨財

－3－



類 型

年　度　 27年度 28年度 29年度
　区　分

千円 千円 千円

898,130 898,870 899,855

（ 95.2 ） （ 93.8 ） （ 93.0 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

6,805,559

1,128,067

16.1 15.5 15.5

37,415,784

15,661,531 14,058,945

19,785,130

35,556,545 34,555,826

17,586,434

1,496,841 1,499,492

19,846,573 20,357,382

44,220 48,441 139,499

1,121,266 1,095,67530.3 19.9

593,566 500,751 434,758

17,162,636 17,323,770 17,266,250

1,362,275 1,474,902 1,532,546

11,551,136 11,987,975 12,176,261

21,948,175 22,112,664 21,993,379

0.67 0.69

6,639,574

47.1 49.3

96.7 96.5

157.3

89.5

-

0.5 0.5

2.2 2.0

Ⅰ－３ Ⅰ－３

4,113,450 4,020,092 3,747,325

交付税種地区分

財政調整基金現在
高

市 町 村 名 北上市 Ⅱ－１

1.4 1.8

60.1 64.2

31.029.3

年　度　
　区　分

Ⅰ－３

0.67

1,614,744

基準財政需要額

災害復旧等に係る
基準財政需要額

減債基金現在高

債務負担行為支出
予定額

財政力指数
（３ヶ年平均）

積立金現在高

債務負担行為額

実質公債費比率

地方債現在高

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

そ の 他

6,739,958

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

24.0

48.4

30.5 30.9

97.4

実質収支比率

地方債比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

政 府 資 金

県 貸 付 金

基準財政収入額

標準財政規模

1.7

57.9

17.3

公債費負担比率

起債制限比率

160.6

自主財源比率

経常一般財源比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

債務負担行為比率

積立金現在高比率

債務負担比率

34.2 37.3

15.1 14.6

16.7 15.1

17.3

29年度

167.0

88.589.7

38.9

13.5

13.7

17.518.2

27年度 28年度

1.3.31

--

0.5

30.3

2.6

普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

実質収支

〇 地方債比率 ＝
地方債充当額

普通建設事業費
〇 一般財源比率 ＝

一般財源
歳入総額

〇 地方債現在高比率＝
経常一般財源収入額

標準財政規模 一般財源等（一般財源振替分等を含む）
地方債現在高

＝

〇

〇 積立金現在高比率

〇 経常一般財源比率

＝
積立金現在高
標準財政規模

債務負担行為比率 ＝
翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源

標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

〇 債務負担比率 ＝
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

〇 自主財源比率 ＝
自主財源
歳入総額

＝
標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

〇 ＝
一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）

普通建設事業費

実質収支比率〇

－4－
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実質収支（02表） 389,525

標準財政規模（00表） 21,993,379

一般財源（05表01～11行3列＋5列） 899855 24,464,555

歳入総額（05表31行１列） 38,077,514

一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）(13表12行11列） 1,386,179

普通建設事業費（13表12行01列） 4,474,426

地方債充当額（13表12行10列） 1,740,100

普通建設事業費（13表12行01列） 4,474,426

公債費充当一般財源（13表32行１１列） 4,286,198

一般財源総額（歳入一般財源）（05表31行3列＋5列） 24,464,555

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 21,993,379 - 1,528,808

翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 21,993,379 - 1,528,808

積立金現在高（29表06行4列） 6,805,559

標準財政規模（00表） 21,993,379

自主財源（04表より計算） 18,424,184

歳入総額（05表31行１列） 38,077,514

経常一般財源収入額（05表31行5列） 21,232,962

標準財政規模（00表） 21,993,379

地方債現在高（33表） 34,555,826

一般財源等（一般財源振替分等を含む）（13表41行11列） 21,968,880

公債費（13表32行） 4,381,999

標準財政規模（00表） 21,993,379

国庫支出金及び県支出金充当額（13表12行） 928,839 + 93,850

普通建設事業費（13表12行）

その他

○　公債費比率（債務含む） 35表（ア－オ）※＋37表05行16列（公債費に準ずる債務負担行為） 2,753,652 + 57,507

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

○　公債費比率 35表（ア－オ）※ 2,753,652

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

※公債費充当一般財源（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

1.77

〇 一般財源比率 ＝ ＝ 64.249 64.2 64.25

〇 実質収支比率 ＝ ＝ 1.771 1.8

30.98

〇 地方債比率 ＝ ＝ 38.890 38.9 38.89

〇
普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

＝ ＝ 30.980 31.0

17.52

〇 債務負担比率 ＝
101,996

＝ 0.498 0.5 0.50

〇 公債費負担比率 ＝ ＝ 17.520 17.5

2.0 1.96

〇 積立金現在高比率 ＝ ＝ 30.944 30.9 30.94

〇 債務負担行為比率 ＝
401,059

＝ 1.960

48.39

〇 経常一般財源比率 ＝ ＝ 96.543 96.5 96.54

〇 自主財源比率 ＝ ＝ 48.386 48.4

〇 国県支出金比率 ＝ ＝ 22.856 22.9

157.29

〇
公債費の標準財政規
模に対する割合

＝ ＝ 19.924 19.9 19.92

〇 地方債現在高比率 ＝ ＝ 157.294 157.3

＝ ×1,000 ＝ 134.557 134.6 134.56
20,464,571

22.86
4,474,426

＝ ×1,000 ＝ 137.367 137.4 137.37
20,464,571

地方税，分担金及び負担金，使
用料，手数料，財産収入，寄附
金，繰入金，繰越金，諸収入   


